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名古屋地判平成31・ 4 ・16 �  532
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名古屋簡判令和 3・ 3・31 �  288
千葉地松戸支判令和 4・ 2・21 �  324
松戸簡判令和 4・ 3・18 �  486

愛知県2006年 2 月［事例11］ �  547
大阪府2013年10月 4 日［事例13］ �  577
東京都2017年 4 月 5 日［事例15］ �  622
東京都2017年 8 月28日［事例12］ �  572
東京都2017年 9 月13日 �  76
東京都2018年 3 月23日［事例18］ �  687
東京都2018年 5 月23日［事例 8］ �  313
東京都2018年 8 月20日［事例 2］ �  85
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東京都2024年 8 月29日 �  100

※�　愛知県消費生活審議会苦情処理委員会を「愛知県」と、大阪府消費者保護審議会苦
情審査委員会を「大阪府」と、東京都消費者被害救済委員会を「東京都」と略した。

●重要裁判例索引●

●苦情処理委員会あっせん事例索引●


